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木曽広域連合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例（案） 

 

木曽広域連合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める

条例（令和３年木曽広域連合条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

新旧対照表 

改正案 現 行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９

年法律第123号。以下「法」という。）第

79条第２項第１号の規定に基づき指定居

宅介護支援事業者（法第46条第１項に規

定する指定居宅介護支援事業者をいう。

以下同じ。）の指定に関する基準を定め

るとともに、同法第47条第１項第１号並

びに第81条第１項及び第２項の規定に基

づき指定居宅介護支援（法第46条第１項

に規定する指定居宅介護支援をいう。以

下同じ。）等の事業及び基準該当居宅介

護支援（同号に規定する基準該当居宅介

護支援をいう。以下同じ。）の事業の人

員及び運営に関する基準を定めるものと

する。 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９

年法律第123号。以下「法」という。）第

79条第２項第１号の規定に基づき指定居

宅介護支援事業者（法第46条第１項に規

定する指定居宅介護支援事業者をいう。

以下同じ。）の指定に関する基準を定め

るとともに、法                       

   第81条第１項及び第２項の規定に基づ

き指定居宅介護支援（法第46条第１項に

規定する指定居宅介護支援をいう。以下

同じ。）等の事業                     

                                     

                            の人員及

び運営に関する基準を定めるものとす

る。 

（基本方針） （基本方針） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供に当たっては、利用者の

意思及び人格を尊重し、常に利用者の立

場に立って、利用者に提供される指定居

宅サービス等（法第８条第24項に規定す

る指定居宅サービス等をいう。以下同

じ。）が特定の種類又は特定の指定居宅

サービス事業者（法第41条第１項に規定

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供に当たっては、利用者の

意思及び人格を尊重し、常に利用者の立

場に立って、利用者に提供される指定居

宅サービス等（法第８条第24項に規定す

る指定居宅サービス等をいう。以下同

じ。）が特定の種類又は特定の指定居宅

サービス事業者（法第41条第１項に規定



する指定居宅サービス事業者をいう。以

下同じ。）等に不当に偏することのない

よう、公正中立に行わなければならない 

 。 

する指定居宅サービス事業者をいう。以

下同じ。）等に不当に偏することのない

よう、公正中立に行われなければならな

い。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運

営に当たっては、木曽広域連合（以下

「広域連合」という。）、地域包括支援

センター（事業所が所在する区域を管轄

する法第115条の46第１項に規定する地域

包括支援センターをいう。以下同

じ。）、老人福祉法（昭和38年法律第133

号）第20条の７の２に規定する老人介護

支援センター、他の指定居宅介護支援事

業者、指定介護予防支援事業者（法第58

条第１項に規定する指定介護予防支援事

業者をいう。以下同じ。）、介護保険施

設、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第51条の17第１項第１号に規

定する指定特定相談支援事業者等との連

携に努めなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運

営に当たっては、木曽広域連合（以下

「広域連合」という。）、事業所が所在

する区域を管轄する法第115条の46第１項

に規定する地域包括支援センター       

                                   、

老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20

条の７の２に規定する老人介護支援セン

ター、他の指定居宅介護支援事業者、指

定介護予防支援事業者（法第58条第１項

に規定する指定介護予防支援事業者をい

う。以下同じ。）、介護保険施設、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の17第１項第１号に規定する

指定特定相談支援事業者等との連携に努

めなければならない。 

５及び６ （略） ５及び６ （略） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者

の数（当該指定居宅介護支援事業者が指

定介護予防支援事業者の指定を併せて受

け、又は法第115条の23第３項の規定によ

り地域包括支援センターの設置者である

指定介護予防支援事業者から委託を受け

て、当該指定居宅介護支援事業所におい

て指定介護予防支援（法第58条第１項に

規定する指定介護予防支援をいう。以下

この項及び第14条第29号において同

じ。）を行う場合にあっては、当該事業

所における指定居宅介護支援の利用者の

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者

の数が35                             

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     



数に当該事業所における指定介護予防支

援の利用者の数に３分の１を乗じた数を

加えた数。次項において同じ。）が44又

はその端数を増すごとに１とする。 

                                     

                                     

                  又はその端数を増す

ごとに１とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介

護支援事業所が、公益社団法人国民健康

保険中央会（昭和34年１月１日に社団法

人国民健康保険中央会という名称で設立

された法人をいう。）が運用及び管理を

行う指定居宅介護支援事業者及び指定居

宅サービス事業者等の使用に係る電子計

算機と接続された居宅サービス計画の情

報の共有等のための情報処理システムを

利用し、かつ、事務職員を配置している

場合における第１項に規定する員数の基

準は、利用者の数が49又はその端数を増

すごとに１とする。 

 

（管理者） （管理者） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその

職務に従事する者でなければならない。

ただし、次に掲げる場合は、この限りで

ない。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその

職務に従事する者でなければならない。

ただし、次に掲げる場合は、この限りで

ない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 管理者が                他の事業

所の職務に従事する場合（その管理す

る指定居宅介護支援事業所の管理に支

障がない場合に限る。） 

(2) 管理者が同一敷地内にある他の事業

所の職務に従事する場合（その管理す

る指定居宅介護支援事業所の管理に支

障がない場合に限る。） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画が第４条に規定する基本方針

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め                          、居宅サ

ービス計画が第４条に規定する基本方針



及び利用者の希望に基づき作成されるも

のであり、利用者は複数の指定居宅サー

ビス事業者等を紹介するよう求めること

ができること                         

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                  等につき説明を行

い、理解を得なければならない。 

及び利用者の希望に基づき作成されるも

のであり、利用者は複数の指定居宅サー

ビス事業者等を紹介するよう求めること

ができること、前６月間に当該指定居宅

介護支援事業所において作成された居宅

サービス計画の総数のうちに訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型

通所介護（以下この項において「訪問介

護等」という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割

合、前６月間に当該指定居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービス計

画に位置付けられた訪問介護等ごとの回

数のうちに同一の指定居宅サービス事業

者又は指定地域密着型サービス事業者に

よって提供されたものが占める割合等に

つき説明を行い、理解を得なければなら

ない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅

介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、前６月

間に当該指定居宅介護支援事業所におい

て作成された居宅サービス計画の総数の

うちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸

与及び地域密着型通所介護（以下この項

において「訪問介護等」という。）がそ

れぞれ位置付けられた居宅サービス計画

の数が占める割合並びに前６月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画に位置付けられた

訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指

定居宅サービス事業者又は指定地域密着

型サービス事業者（法第42条の２第１項

に規定する指定地域密着型サービス事業

者をいう。）によって提供されたものが

占める割合につき説明を行い、理解を得

るよう努めなければならない。 

 



４ （略） ３ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込

者又はその家族からの申出があった場合

には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第８項に定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込

者又はその家族からの申出があった場合

には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第７項で定めるところにより、

当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供するこ

とができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものを

いう。第37条第１項において同じ。）

に係る記録媒体をいう。）をもって調

製するファイルに第１項に規定する重

要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロム

その他これらに準ずる方法により一定

の事項を確実に記録しておくことがで

きる物                             

                                   

                                   

                     をもって調製す

るファイルに第１項に規定する重要事

項を記録したものを交付する方法 

６ （略） ５ （略） 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」

とは、指定居宅介護支援事業者の使用に

係る電子計算機と、利用申込者又はその

家族の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」

とは、指定居宅介護支援事業者の使用に

係る電子計算機と、利用申込者又はその

家族の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の

規定により第１項に規定する重要事項を

提供しようとするときは、あらかじめ、

当該利用申込者又はその家族に対し、そ

の用いる次に掲げる電磁的方法の種類及

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の

規定により第１項に規定する重要事項を

提供しようとするときは、あらかじめ、

当該利用申込者又はその家族に対し、そ

の用いる次に掲げる電磁的方法の種類及



び内容を示し、文書又は電磁的方法によ

る承諾を得なければならない。 

び内容を示し、文書又は電磁的方法によ

る承諾を得なければならない。 

(1) 第５項各号に規定する方法のうち指

定居宅介護支援事業者が使用するもの 

(1) 第４項各号に規定する方法のうち指

定居宅介護支援事業者が使用するもの 

(2) （略） (2) （略） 

９ （略） ８ （略） 

（サービス提供困難時の対応） （サービス提供困難時の対応） 

第９条 指定居宅介護支援事業者は、当該

指定居宅介護支援事業所の通常の事業の

実施地域（当該指定居宅介護支援事業所

が通常時に指定居宅介護支援を提供する

地域をいう。以下同じ。）等を勘案し、

利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介

護支援を提供することが困難であると認

めた場合は、他の指定居宅介護支援事業

者の紹介その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第９条 指定居宅介護支援事業者は、当該

事業所                の通常の事業の

実施地域（当該指定居宅介護支援事業所

が通常時に指定居宅介護支援を提供する

地域をいう。以下同じ。）等を勘案し、

利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介

護支援を提供することが困難であると認

めた場合は、他の指定居宅介護支援事業

者の紹介その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第13条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援（法第46条第４項の規定に

基づき居宅介護サービス計画費（同条第

１項    に規定する居宅介護サービス計

画費をいう。以下同じ。）が当該指定居

宅介護支援事業者に支払われる場合に係

るものを除く。）を提供した際にその利

用者から支払を受ける利用料（居宅介護

サービス計画費の支給の対象となる費用

に係る対価をいう。以下同じ。）の額

と、居宅介護サービス計画費の額との間

に、不合理な差額が生じないようにしな

ければならない。 

第13条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援（法第46条第４項の規定に

基づき居宅介護サービス計画費（法第46

条第２項に規定する居宅介護サービス計

画費をいう。以下同じ。）が当該指定居

宅介護支援事業者に支払われる場合に係

るものを除く。）を提供した際にその利

用者から支払を受ける利用料（居宅介護

サービス計画費の支給の対象となる費用

に係る対価をいう。以下同じ。）と   

 、居宅介護サービス計画費の額との間

に、不合理な差額が生じないようにしな

ければならない。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

（指定居宅介護支援の基本取扱方針） （指定居宅介護支援の基本取扱方針） 

第15条 指定居宅介護支援は、利用者の要

介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

第15条 指定居宅介護支援は、要介護状態 

       の軽減又は悪化の防止に資するよ



よう行われるとともに、医療サービスと

の連携に十分配慮して行われなければな

らない。 

う行われるとともに、医療サービスとの

連携に十分配慮して行われなければなら

ない。 

２ （略） ２ （略） 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第16条 指定居宅介護支援の方針は、第４

条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げると

ころによるものとする。 

第16条 指定居宅介護支援の方針は、第４

条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げると

ころによるものとする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(2)の2 指定居宅介護支援の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）を行っ

てはならない。 

 

(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合

には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。 

 

(3)～(13) （略） (3)～(13) （略） 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サー

ビス事業者等から利用に係る情報の提

供を受けた時その他必要と認めるとき

は、利用者の服薬状況、口腔機能その

他の利用者の心身又は生活の状況に係

る情報のうち必要と認めるものを、利

用者の同意を得て主治の医師等又は薬

剤師              に提供するものと

する。 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サー

ビス事業者等から利用に係る情報の提

供を受けた時その他必要と認めるとき

は、利用者の服薬状況、口腔機能その

他の利用者の心身又は生活の状況に係

る情報のうち必要と認めるものを、利

用者の同意を得て主治の医師若しくは

歯科医師又は薬剤師に提供するものと

する。 

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定

する実施状況の把握（以下「モニタリ

ング」という。）に当たっては、利用

者及びその家族、指定居宅サービス事

業者等との連絡を継続的に行うことと

(15) 介護支援専門員は、第13号に規定

する実施状況の把握（以下「モニタリ

ング」という。）に当たっては、利用

者及びその家族、指定居宅サービス事

業者等との連絡を継続的に行うことと



し、特段の事情のない限り、次に定め

るところにより行わなければならな

い。 

し、特段の事情のない限り、次に定め

るところにより行わなければならな

い。 

ア 少なくとも１月に１回           

           、利用者に面接するこ

と。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者の

居宅を訪問し、利用者に面接するこ

と。 

イ アの規定による面接は、利用者の

居宅を訪問することによって行うこ

と。ただし、次のいずれにも該当す

る場合であって、少なくとも２月に

１回、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接するときは、利用者の居宅

を訪問しない月においては、テレビ

電話装置等を活用して、利用者に面

接することができるものとする。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して

面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ているこ

と。 

(イ) サービス担当者会議等におい

て、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の

合意を得ていること。 

a 利用者の心身の状況が安定して

いること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を活

用して意思疎通を行うことがで

きること。 

c 介護支援専門員が、テレビ電話

装置等を活用したモニタリング

では把握できない情報につい

て、担当者から提供を受けるこ

と。 

 

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリ

ングの結果を記録すること。 

イ 少なくとも１月に１回、モニタリ

ングの結果を記録すること。 

(16)及び(17) （略） (16)及び(17) （略） 



(18) 介護支援専門員は、適切な保健医

療サービス及び福祉サービスが総合的

かつ効率的に提供された場合において

も、利用者がその居宅において日常生

活を営むことが困難となったと認める

とき又は利用者が介護保険施設への入

院若しくは入所を希望するときには、

介護保険施設への紹介その他の便宜の

提供を行うものとする。 

(18) 介護支援専門員は、適切な保健医

療サービス及び福祉サービスが総合的

かつ効率的に提供された場合において

も、利用者がその居宅において日常生

活を営むことが困難となったと認める

とき又は利用者が介護保険施設への入

院又は    入所を希望するときには、

介護保険施設への紹介その他の便宜の

提供を行うものとする。 

(19) 介護支援専門員は、介護保険施設

等から退院又は退所をしようとする要

介護者から依頼があった場合には、居

宅における生活へ円滑に移行できるよ

う、あらかじめ、居宅サービス計画の

作成等の援助を行うものとする。 

(19) 介護支援専門員は、介護保険施設

等から退院又は退所  しようとする要

介護者から依頼があった場合には、居

宅における生活へ円滑に移行できるよ

う、あらかじめ、居宅サービス計画の

作成等の援助を行うものとする。 

(20) 介護支援専門員は、居宅サービス

計画に指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準（平成11年厚

生省令第38号。次号において「指定居

宅介護支援等基準」という。）第13条

第18号の２に規定する厚生労働大臣が

定める回数以上の訪問介護（同号に規

定する厚生労働大臣が定めるものに限

る。以下この号において同じ。）を位

置づける場合にあっては、その利用の

妥当性を検討し、当該居宅サービス計

画に訪問介護が必要な理由を記載する

とともに、当該居宅サービス計画を広

域連合に届け出なければならない。 

(20) 介護支援専門員は、居宅サービス

計画に厚生労働大臣が定める回数     

                                   

                                   

                                   

                                   

     以上の訪問介護（厚生労働大臣が

定めるもの              に限る。以

下この号において同じ。）を位置づけ

る場合にあっては、その利用の妥当性

を検討し、当該居宅サービス計画に訪

問介護が必要な理由を記載するととも

に、当該居宅サービス計画を広域連合

に届け出なければならない。 

(21) 介護支援専門員は、その勤務する

指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画に位置付けら

れた指定居宅サービス等に係る居宅介

護サービス費、特例居宅介護サービス

費、地域密着型介護サービス費及び特

例地域密着型介護サービス費（以下こ

(21) 介護支援専門員は、その勤務する

指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画に位置付けら

れた指定居宅サービス等に係る居宅介

護サービス費、特例居宅介護サービス

費、地域密着型介護サービス費及び特

例地域密着型介護サービス費（以下こ



の号において「サービス費」とい

う。）の総額が法第43条第２項に規定

する居宅介護サービス費等区分支給限

度基準額に占める割合及び訪問介護に

係る居宅介護サービス費がサービス費

の総額に占める割合が指定居宅介護支

援等基準第13条第18号の３に規定する

厚生労働大臣が定める基準に該当する

場合であって、かつ、広域連合からの

求めがあったときには、当該指定居宅

介護支援事業所の居宅サービス計画の

利用の妥当性を検討し、当該居宅サー

ビス計画に訪問介護が必要な理由等を

記載するとともに、当該居宅サービス

計画を広域連合に届け出なければなら

ない。 

の号において「サービス費」とい

う。）の総額が法第43条第２項に規定

する居宅介護サービス費等区分支給限

度基準額に占める割合及び訪問介護に

係る居宅介護サービス費がサービス費

の総額に占める割合が厚生労働大臣が

定める基準                         

                       に該当する場

合であって、かつ、広域連合からの求

めがあったときには、当該指定居宅介

護支援事業所の居宅サービス計画の利

用の妥当性を検討し、当該居宅サービ

ス計画に訪問介護が必要な理由等を記

載するとともに、当該居宅サービス計

画を広域連合に届け出なければならな

い。 

(22)～(27) （略） (22)～(27) （略） 

(28) 介護支援専門員は、利用者が提示

する被保険者証に、法第73条第２項に

規定する認定審査会意見又は法第37条

第１項の規定による指定に係る居宅サ

ービス若しくは地域密着型サービスの

種類についての記載がある場合には、

利用者にその趣旨（同項      の規定

による指定に係る居宅サービス又は   

 地域密着型サービスの種類について

は、その変更の申請ができることを含

む。）を説明し、理解を得た上で、そ

の内容に沿って居宅サービス計画を作

成しなければならない。 

(28) 介護支援専門員は、利用者が提示

する被保険者証に、法第73条第２項に

規定する認定審査会意見又は法第37条

第１項の規定による指定に係る居宅サ

ービス若しくは地域密着型サービスの

種類についての記載がある場合には、

利用者にその趣旨（同条第１項の規定

による指定に係る居宅サービス若しく

は地域密着型サービスの種類について

は、その変更の申請ができることを含

む。）を説明し、理解を得た上で、そ

の内容に沿って居宅サービス計画を作

成しなければならない。 

(29) （略） (29) （略） 

(30) 指定居宅介護支援事業者は、法第1

15条の23第３項の規定に基づき、地域

包括支援センターの設置者である指定

介護予防支援事業者から指定介護予防

支援の業務の委託を受けるに当たって

(30) 指定居宅介護支援事業者は、法第1

15条の23第３項の規定に基づき、指定

介護予防支援事業者                 

                 から指定介護予防支

援の業務の委託を受けるに当たって



は、その業務量等を勘案し、当該指定

居宅介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できるよう

配慮しなければならない。 

は、その業務量等を勘案し、当該指定

居宅介護支援事業者が行う指定居宅介

護支援の業務が適正に実施できるよう

配慮しなければならない。 

(31) （略） (31) （略） 

（法定代理受領サービス等に係る報告） （法定代理受領サービス  に係る報告） 

第17条 （略） 第17条 （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第21条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する

規程（以下「運営規程」という。）     

               を定めるものとする。 

第21条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する

規程（以下「運営規程」という。）とし

て次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 従業者の職種、員数及び職務内容 (2) 職員  の職種、員数及び職務内容 

(3)～(7) （略） (3)～(7) （略） 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保  ） 

第22条 （略） 第22条 （略） 

（掲示） （掲示） 

第27条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務

の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項（以

下この条において単に「重要事項」とい

う。）を掲示しなければならない。 

第27条 指定居宅介護支援事業者は、指定

居宅介護支援事業所の見やすい場所に、

運営規程の概要、介護支援専門員の勤務

の体制その他の利用申込者のサービスの

選択に資すると認められる重要事項     

                                     

    を掲示しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項 

         を記載した書面を当該指定居宅

介護支援事業所に備え付け、かつ、これ

をいつでも関係者に自由に閲覧させるこ

とにより、前項の規定による掲示に代え

ることができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規

定する事項を記載した書面を当該指定居

宅介護支援事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させる

ことにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則とし

て、重要事項をウェブサイトに掲載しな

ければならない。 

 



（記録の整備） （記録の整備） 

第35条 （略） 第35条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に

対する指定居宅介護支援の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならな

い。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に

対する指定居宅介護支援の提供に関する

次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならな

い。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 第16条第２号の３の規定による身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由の記録 

 

(4) 第19条の規定による広域連合への通

知に係る記録 

(3) 第19条に規定する  広域連合への通

知に係る記録 

(5) 第31条第２項の規定による苦情の内

容等の記録 

(4) 第31条第２項に規定する  苦情の内

容等の記録 

(6) 第32条第２項の規定による事故の状

況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

(5) 第32条第２項に規定する  事故の状

況及び事故に際して採った処置につい

ての記録 

（準用） （準用） 

第36条 第４条から前条（第31条第６項及

び第７項を除く。）までの規定は、基準

該当居宅介護支援の事業について準用す

る。この場合において、第７条第１項中

「第21条」とあるのは「第36条において

準用する第21条」と、第13条第１項中

「指定居宅介護支援（法第46条第４項の

規定に基づき居宅介護サービス計画費

（同条第１項    に規定する居宅介護サ

ービス計画費をいう。以下同じ。）が当

該指定居宅介護支援事業者に支払われる

場合に係るものを除く。）」とあるのは

「基準該当居宅介護支援」と、「居宅介

護サービス計画費の額」とあるのは「法

第47条第３項に規定する特例居宅介護サ

ービス計画比費の額」と読み替えるもの

第36条 第４条から前条（第31条第６項及

び第７項を除く。）までの規定は、基準

該当居宅介護支援の事業について準用す

る。この場合において、第７条第１項中

「第21条」とあるのは「第36条において

準用する第21条」と、第13条第１項中

「指定居宅介護支援（法第46条第４項の

規定に基づき居宅介護サービス計画費

（法第46条第２項に規定する居宅介護サ

ービス計画費をいう。以下同じ。）が当

該指定居宅介護支援事業者に支払われる

場合に係るものを除く。）」とあるのは

「基準該当居宅介護支援」と、「居宅介

護サービス計画費の額」とあるのは「法

第47条第３項に規定する特例居宅介護サ

ービス計画比費の額」と読み替えるもの



とする。 とする。 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第37条 指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅介護支援の提供に当たる者並びに基

準該当居宅介護支援の事業を行う者及び

基準該当居宅介護支援の提供に当たる者

（次項において「指定居宅介護支援事業

者等」という。）は、作成、保存その他

これらに類するもののうち、この条例の

規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるもの（第10条（前条において

準用する場合を含む。）及び第16条第28

号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録                 

                                     

                                     

                                     

                      により行うこと

ができる。 

第37条 指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅介護支援の提供に当たる者         

                                     

                                     

                                     

            は、作成、保存その他これ

らに類するもののうち、この条例の規定

において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるもの（第10条（前条において

準用する場合を含む。）及び第16条第28

号（前条において準用する場合を含

む。）並びに次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者等           

                       は、交付、説

明、同意、承諾その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、

この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、書面に代えて、電磁的方法（電子

的方法、時期的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法をい

２ 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅

介護支援の提供に当たる者は、交付、説

明、同意、承諾その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、

この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、書面に代えて、電磁的方法（電子

的方法、時期的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法をい



う。）によることができる。 う。）によることができる。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

第２条 この条例の適用の日から令和７年３月 31 日までの間は、この条例による改

正後の木曽広域連合指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を

定める条例第 27 条第３項（同条例第 36 条において準用する場合を含む。）の規定

は、適用しない。 

 

 

 


